別紙２－１
企業連携移住促進事業　事業計画書
１　事業計画
	(1)移住促進特別区域の名称
	

	(2)整備予定住宅の所在地
（番地まで記載）
	

	(3)事業の目的
	

	(4)移住者が勤務する事業所の名称及び所在地
（従業員用の寮等を整備する場合。番地まで記載）
	

	(5)事業所の営業開始時期
（当該市町村内に新たに事業所を設置する場合）
	　　　年　　月　　日

	(6)事業内容
	ア　住宅の種類（一戸建、集合住宅等）

イ　建物の構造（　　造　　階建）

ウ　新築・改築・改修・増築の別
（具体的な整備内容を記載）





エ　その他（単身用・世帯用）

	(7)整備戸数
	棟　　　　　　戸

	
	うち移住者向け
賃貸住宅戸数
	棟　　　　　　戸

	(8)事業実施期間
（予定）
	　　　年　月　日～　　年　月　日

	(9)入居開始予定日
	　　　年　月　日

	(10)地域の団体、市町村等との連携体制
	（組織図・役割分担等）

	(11)移住者の受入計画
	ア 移住者の募集・受入計画




	
	イ 当該住宅への移住者数の目標

	
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	
	世帯
人
	世帯
人
	世帯
人
	世帯
人
	世帯
人

	(12)都市計画法における
指定・建築確認
	指定状況：


建築確認の予定：






２　事業費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
年度
	内　容
	数　量
	単価（円）
	金額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	年度事業費
	

	
	
	府補助額
	

	
	
	市町村補助額
	

	
	
	事業実施主体負担額
	

	
年度
	内　容
	数　量
	単価（円）
	金額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	年度事業費
	

	
	
	府補助額
	

	
	
	市町村補助額
	

	
	
	事業実施主体負担額
	

	合計
	年度事業費
	

	
	
	府補助額
	

	
	
	市町村補助額
	

	
	
	事業実施主体負担額
	


※府補助額は千円未満を切り捨てる。

３　添付資料
（１）事業概要（別紙参考様式１）及び定款（法人の場合）又は規約（地域団体の場合）
（２）経営状況に関する資料
法人：登記事項証明書、確定申告書の写し（受付印のあるもの）、直近３年間の決算書
個人：確定申告書の写し（受付印のあるもの）、直近３年間の決算書
（３）位置図
（４）計画図面（改修の場合、工事予定箇所及び工事内容を明記すること）
（５）見積書（工種ごとの内訳）
（６）整備場所の現況写真
（７）整備する施設、土地の所有者が事業実施主体と異なる場合は、所有者との賃貸借契約書の写し
（８）整備スケジュール
[bookmark: _GoBack]（９）入居開始に向けたスケジュール
